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①-1 低炭素社会構築へ向けた世界的な取組

【低炭素社会の必要性】

＜気候変動に関する政府間パネル（IPCC）＞

第４次評価報告書（平成19年）

気候システムに温暖化が起こっていると断定するとと
もに、20世紀半ば以降に観測された世界平均気温の

上昇のほとんどは人為起源の温室効果ガス濃度の
観測された増加によってもたらされた可能性が非常に
高いとされている。

年 内容

1985年（昭和60年） 気候変動に関する科学知見整理のための国際会議 （地球温暖化問題に関する初めての世界会議）
－政策決定者は地球温暖化を防止するための対策を協力して始めなければならない旨、宣言された。

1988年（昭和63年） 大気変化に関する国際会議（トロント会議）
－温室効果ガス排出量を2005年までに1986年比20%削減という具体的な数値目標を示した声明が出された。

1992年（平成4年） 「国連気候変動枠組条約」採択
－地球温暖化対策に世界全体で取り組んでいくことに合意。

1997年（平成9年） COP3：「京都議定書」採択
－先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を各国毎に設定。

2009年（平成21年） COP15：日本は温室効果ガス排出量90年比25%削減を登録

2011年（平成23年） COP17：「全ての国に適用される将来の法的枠組み」構築に向けた道筋に合意

2012年（平成24年） COP18：京都議定書の延長などを盛り込んだ合意文書の「ドーハ気候ゲートウェイ」を採択

【世界的な取組】

温室効果ガスの排出削減の取組が重要

世界のエネルギー起源二酸化炭素の国別排出量とその見通し
日本が排出する温室効果
ガスの内訳（2011年単年
度）

（出典）平成25年版環境白書／循環型社会白書／生物多様性白書

○IPCC第４次評価報告書で、人為起源による地球温暖化の可能性が非常に高いことが指摘されている。温室効果
ガス排出削減の取組が重要であり、低炭素社会構築は世界的に求められると考えられる。

○国連気候変動枠組条約、京都議定書の採択など、世界的な取組が行われている。
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②-1 低炭素社会構築における水資源の取り組みの体系

○低炭素社会の構築に向け、水循環、エネルギー循環、物質循環において総合的に温室効果ガスの排出を抑制する
地球温暖化の緩和策の取組を行っていく必要がある。

低
炭
素
社
会
の
構
築

使用量の低減 ・節水型社会構築、ウォーターフットプリント
・水の再利用、回収率の向上

多様な水源の活用 ・雨水、再生水利用、代替水源等の活用

位置エネルギー
の利用

エネルギー
の創出

エ
ネ
ル
ギ
ー
循
環

で
の
取
組

位置エネルギー
の利用

・ダムの水力発電

・小水力発電の普及促進、砂防えん堤、農業
水路の小水力発電

既存施設の活用

・波力、潮力、海流発電、海洋温度差発電
・海面での洋上風力発電

・湖面等での太陽光発電

エネルギー
の省力化

・浄水場等施設配置の最適化、
取配水系統の再編

物
質
循
環

で
の
取
組

物質循環の
有効利用 ・下水汚泥等の有効利用

地
球
温
暖
化
の

緩
和
策

熱エネルギーの利用 ・ヒートポンプ、ヒートアイランド対策
・地下水熱
・下水熱の活用
・雪氷熱エネルギーの活用

水処理エネル
ギーの低減

原水の保全 ・良質な水源水の取水

汚染源への対応 ・特定汚染源、非特定汚染源への対応

水処理エネルギーの
効率化

・事業広域化、代替水源等の活用

水利用の
合理化

自然エネル
ギーの活用

自然エネル
ギー等の活用

エネルギー創
出の場の提供

海洋エネルギーの
活用

2（注）「平成25年版環境白書／循環型社会白書／生物多様性白書」、「東京都水道経営プラン2013」、「湖沼水質のための流域対策の基本的考え方」（平成18年3月、国交省、農水省、環境省）をもとに国土交通省水資源部作成

水
循
環

で
の
取
組

二酸化炭素の吸収
源としての役割

・海洋・湖沼・河川や森林における
水循環の健全化



③-1 水を利用するために必要なエネルギー

○水資源施設では、上水道では９割のエネルギーが送配水及び取導水に、下水道では４分の１のエネルギーが場内
外ポンプの水運搬過程で消費されている。

水資源施設におけるエネルギー消費・利用状況 （試算）１杯のコップの水に必要なエネルギー

例２

例１

例３

試算ケース
・例１・・・概ね自然流下で送配水
・例２・・・自然流下＋ポンプによる送配水【丘陵部の住宅】
・例３・・・自然流下＋ポンプによる送配水【低平部の超高層マンション】

試算条件
・500cc当たりの水を入手するために、必要なエネルギーを試算

試算結果

水500cc当たりCO2量

例１のケースで排出されるCO2量を『１』として換算。

導水、送配水にポンプアップが加わる
ケースは、自然流下に比して大きなエ
ネルギーが必要

ポンプアップの高低差が大きいほど、
より大きなエネルギーが必要

○

○

（注）東京大学総括プロジェクト機構「水の知」（サントリー）総
括寄付講座編「水の日本地図」をもとに国土交通省水資源部
作成

上下水道の二酸化炭素排出の要因

3（注）国土交通省資料をもとに作成



④-1 水循環での取り組み ～二酸化炭素の吸収源としての役割～

○地球温暖化の原因とされる温室効果ガスの大部分を占める二酸化炭素は、「炭素循環」の中での一つの形態。

○水循環と炭素循環は互いに関わり合っている。特に、海洋は産業活動により排出された二酸化炭素の約３割に
相当する量を吸収する重要な吸収源。河川、湖沼も炭素循環の一部を担っている。

○水循環は、低炭素社会の構築という面でも重要。
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水循環

物質循環
エネルギー

循環

水の持つ位置
エネルギー

や熱エネル
ギーなど

水と一緒に循環する
炭素や窒素など

川の流れ、
下水の流れ

【炭素循環と水循環の関係】

水循環は、炭素循環（二酸化炭素の吸収等）の一端を担う

（炭素循環）

○大気から海洋への二酸化炭素吸収・放出量の分布（2011年）
（2011年（1月から12月の平均）の二酸化炭素吸収・放出量の分布）

（出典）「全球の海洋による二酸化炭素吸収量に関する情報提供の開始について」（平成
25年11月、気象庁）別紙

【水循環における二酸化炭素の吸収源としての役割】

海洋
7億トン炭素

河川からの流入
（IPCC,2013）

19億トン炭素
大気からの

二酸化炭素吸収
（気象庁、1990～2011年の平均）

２６億トン炭素

吸収

排出
９０億トン炭素

産業活動

（出典）「全球の海洋による二酸化炭素吸収量に関する情報提供の開始について」（平成25年
11月、気象庁）別紙をもとに国土交通省水資源部作成

産業活動により排出される二酸化炭素の量
の約３割に相当する量を、海洋が吸収している。

○二酸化炭素吸収量（全球）について（年間あたり）

河川、湖沼においても炭素循環の一部を担っている。

水循環は、二酸化炭素吸収源等といった炭素循
環の一部を担っており、低炭素社会の構築という
面でも重要。



○水資源の持つ位置エネルギーを活用して発電を行う水力発電は、輸入に頼ることなく長期にわたり安定した発電が可能。発電の過
程でCO2を排出せず、低炭素社会の構築に貢献。

○水力発電は、ピーク供給力として重要な役割を果たしている。既存施設を有効に活用することにより水力発電の仕組みを確保する
ことが期待される。

【水力発電のイメージ】 各電源の1キロワット時あ
たりのCO2排出量

（注）「電気事業の現状2013」（電気事業連合会）
をもとに国土交通省水資源部作成

１日の時間帯別の電源
の組合せ

（注）資源エネルギー庁HP、「水のちから」（資源エネルギー庁）をもと
に国土交通省水資源部作成

揚水式
水力

既存施設の有効活用による水力発電の整備（イメージ）

5

水車

水の力で
水車を回す

発電所

水車の力で
電気を作る

（注）「水のちから」（資源エネルギー庁）をもとに国土交通省
水資源部作成

他電源に比べ
極めて低い

水を貯めておけば、（電気が
多く使われる時間帯に）多く
の電気を作り出すことが可能

電気は貯めておくことが出来ないため、使
われる量に合わせて発電する必要がある。

電気を安定的に供給するために、一つ
の電源に偏らず、各電源の特性を生か
し、組み合わせて、バランスよく発電す
ること（電源のベストミックス）が重要。

水力発電

電源のベストミックスの一翼
を担う電源として、とても重
要な役割を果たしている

調整池式水力
貯水池式水力

【水力発電の特徴】

揚水発電の
仕組み

（注）「TDKテクノマガジン第189回」資料をもとに国土交通省水資源部作成

上池

下池
昼間に
発電

揚水発電の特徴 電力需要の大きい昼間に発電する
よう調整が可能

・・・

既存施設を有効に活用することにより、少ない整備で、水資源を活
用したクリーンな電力を生み出すこともできる。ただし、河川環境や
利水者への影響を考慮する必要がある。

・既存ダムの上部もしくは
下部に、上池・下池を整備

・設置位置に高低差のある
複数ダムに揚水発電施設
を整備

など

⑤－１ エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギーの活用～

－位置エネルギーの利用①－

夜間に
汲み上げ

夜間にポンプ用
電力を送電 昼間に発電した

電力を供給



⑤－2 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギーの活用～

○一般水力発電の発電電力量は、全体の発電電力量の約８％程度（2011年）。

○未利用落差発電包蔵水力を活用することにより低炭素社会の構築に貢献。

＜再生可能エネルギーの現状＞

（注） エネルギー白書2013をもとに国土交通省作成

○発電電力量の推移（一般電気事業）

6

－位置エネルギーの利用②－

（注）平成20年度中小水力開発促進指導事業基礎調査（未利用落差発電包蔵水力調査）、「平
成23年度の温室効果ガス排出量（確定値）について」をもとに国交省作成

地点数 1,609
出力 64万kW
発電電力量 27億kWh

CO2排出抑制量
196万t／年

＜未開発＋既開発＞

日本の温室効果ガス排出量（エネルギー
起源）11.73億トン（CO2換算）（平成23年
度）の、0.2%に相当。

＜未利用落差発電包蔵水力の調査＞

ダ
ム
利
用

水
路
利
用

○未利用落差発電包蔵水力 出力の分布

（注） エネルギー白書2013をもとに国土交通省作成

○発電設備容量の推移（一般電気事業）

8.1%
777億kWh

8.5%
2,076万kW

一般水力

一般水力



○固定価格買取制度の概要
再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）によって発電された電気を、国が定める一定の期間
にわたって、国が定める一定の価格で購入することを電気事業者に義務づける制度（2012年7月1日～）

○効果
・再生可能エネルギーを用いる発電投資への投資回収の不確実性を低減
・投資を促すことで再生可能エネルギーの導入拡大の加速化
・導入拡大の加速による、設備の量産化が進み、再生可能エネルギーのコストダウンの進展が期待

出典：経済産業省 HP

固定価格買取制度の仕組み 固定買取価格（H25年度）
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⑤－3 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギーの活用～
－位置エネルギーの利用③－

【再掲】
第１回資料６ p37



発電設備

農業用水等を利用した従属発電について

登録制を導入（河川法改正）

水利権の許可が不要に

○小水力発電は、再生可能エネルギーとして、かつ地域振興につながる新たな事業分野として期待。
○国土交通省では、水利権手続の簡素化・円滑化やプロジェクト形成の支援を通して導入を促進。

七ヶ用水発電所（手取川水系手取川）

＜農業用水を利用した小水力発電の例＞

水利権手続の簡素化・円滑化

【効果】
・水利権取得までの標準処理期間が大幅に短縮
・関係行政機関との協議や関係河川使用者の
同意が不要

プロジェクト形成の支援

小水力発電事業者

小水力発電プロジェクト
形成支援窓口

都道府県 市町村

地方整備局・事務所

相
談

支
援

地方整備局や河川事務所において、河
川法の申請手続の相談や河川管理者が
調査したデータの提供など、地域の実情を
踏まえた支援を実施

情
報
共
有

情
報
共
有

■全直轄管理ダム等（118ダム）で実施した
導入可能性の『総点検』結果に基づき、
ダム管理用発電を積極的に導入

水力発電所

水力発電設備

導入事例 （重信川水系石手川ダム）

小水力発電設備の設置等

導入前

現在36箇所で導入済み。今後平成29年度ま
でに導入可能な箇所について設置完了予定。

導入後

（従属元の取水量の
範囲内で発電）

従属発電

許可→登録

農業用水
（従属元）

H25.12.11施行

■砂防堰堤については、小水力発電の導入を支援

8

⑤－4 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギーの活用～

－位置エネルギーの利用④－



○砂防堰堤を活用した小水力発電を推進するため、効率性・安定性の高い新方式による小水力発電機器の実証
実験の支援等に加え、「既設砂防堰堤を活用した小水力発電ガイドライン（案）」を作成し、導入検討を促進

○下水道施設内の落差を利用した小水力発電の取組も行われている。

＜推進に向けた取組＞

砂防堰堤落差方式イメージ

小水力発電の活用をさらに
展開するため『既設砂防堰
堤を活用した小水力発電ガ
イドライン（案）』（平成２２年２
月）を作成。

小水力発電設備の導入検
討の参考として広く活用。

⑤－5 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギーの活用～

【砂防えん堤の活用】 【下水道施設の活用】
＜東京都森ヶ崎水再生センターの事例＞

・処理水の放流きょは、高潮などにそなえて海面より数
メートル高い位置に設置

・この放流落差を利用した水力発電機を3基設置し、年
間約80万kWh（一般家庭の約230世帯分に相当）の発
電を行っている。

・水力発電は太陽光発電や風力発電と比べて安定して
発電できる

（出典）東京都下水道局森ヶ崎水再生センターHP
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－位置エネルギーの利用⑤－

（出典）「既設砂防堰堤を活用した小水力発電ガイドライン」



○農業水利施設を利用した小水力発電の導入も全国的に進められており、農業水利施設の維持管理費を低減す
るとともに地域資源を活用したエネルギー供給を推進

⑤－6 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギーの活用～
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－位置エネルギーの利用⑥－

（出典）平成23年度第4回 農業農村振興整備部会 資料1-4

（出典）農林水産省資料 （出典）農林水産省資料

[ 農業水利施設を利用した小水力発電施設の導入状況 ]



⑤－7 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギーの活用～

○我が国は国土面積の１２倍にも及ぶ世界第６位の海域を有する海洋大国。海洋エネルギーを利用する発電の研究開発が進められ
ている。

○我が国の海岸線に打ち寄せる波力エネルギーの発電ポテンシャルは高く、波力発電は、今後の活用が期待される。また、水中浮体
方式潮流・海流発電は、天候に左右されないことから、安定した発電を得ることができるとされている。

○海洋温度差発電エネルギーは、昼夜の発電量に変動が少なく、比較的安定したエネルギー源になり得ると言われている。

（出典）平成25年版 環境・循環型社会・生物多様性白書

＜波力発電＞
＜潮力発電＞ ＜海流発電＞

平成27年度に官民が一体となっ

て伊豆大島周辺海域で浮体式波
力発電装置を設置予定

海岸線だけでなく沖合にも発電装
置の設置が可能になることから、
利用出来るエネルギーがさらに増
加することが見込まれている。

海底に発電装置を設置し、潮流
エネルギーを用いた発電

（出典）平成25年
版 環境・循環型

社会・生物多様
性白書

海中にタービンを係留させ、海流を使って回転
させることによって発電

（出典）平成
25年版 環

境・循環型社
会・生物多様
性白書

＜海洋温度差発電＞

11

－海洋エネルギーの活用－
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⑤－8 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギー等の活用～
－熱エネルギーの活用① ヒートポンプ－

【再掲】第２回
資料６ p28

○ 持続可能な再生可能エネルギーとして、年間一定の地下水温を地下水熱として活用
・ 住宅、ビル等の冷暖房
・ 地下水熱を路面に通水し、冬期の路面融雪や凍結防止
・ 農業施設の空調、プール・温浴施設の加温

地下水ヒートポンプのイメージ

路面の融雪、凍結防止に活用 ビル、住宅等の冷暖房に活用

年間ほぼ一定な地下水温を活用

出典：H25.3環境省パンフ「地中熱ヒートポンプシステム



○ 地下水熱、帯水層熱は低炭素で持続可能なエネルギーでCO2排出削減等に効果
○ 排熱を大気中に放出しない地下水熱ヒートポンプの整備や、せせらぎの整備やドライミスト等の取組は、ヒートアイ

ランド対策としても効果を発現

空気熱源ヒートポンプ 地下水熱ヒートポンプ

出典：H25.3環境省パンフ「地中熱ヒートポンプシステム」

節電・省エネによるCO2排出削減

地下水熱利用は排熱を大気中に放出しない

＊全てのデータには地下水熱及び地中熱を含む集計
（出典）平成24年版「日本の水資源」

松本地区のせせらぎ

ヒートアイランド現象
（出典）国土交通省ヒートアイランドポータル

ドライミストの
涼でくつろぐ来
場者

暑さを和らげ
るドライミスト

（出典）愛地球博エコロジーレポート

【取組事例】

○せせらぎ（神戸市） ○ドライミスト（愛地球博）

【地下水熱、耐水熱等を活用した対策の特徴】

⑤－9 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの創出」 自然エネルギー等の活用～

13

－熱エネルギーの活用② ヒートアイランド対策－
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○ 再生可能エネルギーとして、年間一定の地下水熱を道路等の消雪のために活用
○ 全国的に見ると消雪揚水使用量の約８割は地下水エネルギーを活用

消雪用水散水状況 消雪用水散水前と後の状況

消雪用水使用状況表
大雪と人力による除雪状況

⑤－10 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギー等の活用～
－熱エネルギーの活用③ 地下水熱－

（出典）平成18年版「日本の水資源」

【再掲】第２回
資料６ p30



○下水の高度処理による再生水を、トイレ用水、公園修景用水として活用するとともに、冷暖房熱源として利用。

⑤－11 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの創出」 自然エネルギー等の活用～

15

－熱エネルギーの活用④ 下水熱－

【再掲】第１回
資料４ p17

露橋水処理センター
（改築更新中）

至 名古屋駅

ささしまライブ
24地区

送水ルート

熱供給区域

愛知大学名古屋後者内の地
域冷暖房プラントにおいて熱
源の一部として
下水再生水を利用
（30,000m3/日）

ささしまライブ24地区内

の修景用水や運河の
水質改善用水として利
用
（30,000m3/日）

経済産業省「まちづくりと一体となった熱エネル
ギーの有効利用に関する研究会」（H23.８）

■下水道事業と熱利用事業とのパッケー
ジ化の推進

ささしまライブ 24 地区のように、下水道事

業により水質浄化、修景用水等に再生処理水
を供給するために整備した管路を熱利用にも
活用する方法では、民間事業者が熱導管整
備に直接的な投資をせずに下水熱利用可能
地域を拡大できる可能性も考えられるところで
あり、地方公共団体における積極的な取組の
検討と併せて、地方公共団体における下水道
施設の改築と併せた熱利用を推進する仕組
みを検討してはどうか。

横浜市
日産スタジアム

名古屋市
ささしまライブ24地区

• 露橋水処理センターの改築
更新に合わせて高度処理を
導入し、都市開発を進めて
いる「ささしまライブ24地区」
に下水再生水を送水。

• 再生水を民間事業者による
熱利用に活用するとともに、
運河の水質改善用水や修景
用水として利用予定

• 港北水再生センターにおい
て高度処理した再生水を、
「日産スタジアム」等のトイレ
用水や公園修景用水に利用。

• さらに、日産スタジアムでは
再生水を冷暖房熱源として
も利用。



⑤－12 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの創出」 自然エネルギー等の活用～

16

－熱エネルギーの活用⑤ 下水熱－

ヒートポンプ熱交換器
生下水 ･･･

熱需要家下水道事業者

ポンプ所
流入

自動除塵機

後楽ポンプ所 流砂地

熱供給事業者

下流水
再生センターへ

地域冷暖房
エリア

東京都・後楽一丁目地区の事例

・後楽ポンプ所で未処理下水の熱を利用。
・JR水道橋駅北側のオフィスビル、ホテル等へ地域冷暖
房事業として熱供給（延床面積約24万㎡）。

千葉県・幕張新都心地区の事例

・花見川終末処理場の処理水の熱を利用。
・オフィスビル等へ地域冷暖房事業として熱供給
（延床面積約95万㎡）。

地域冷暖房
エリア



⑤－13 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギー創出」 自然エネルギー等の活用～

○雪氷熱エネルギー利用にあたり、寒冷地では資源が豊富にある。また、二酸化炭素も排出されない。

○雪氷エネルギーの持つ温室効果ガス排出抑制効果等の環境負荷価値を証書化し、取引を行う「雪氷グリーン熱
証書」取引システム（平成23年度～）により、雪氷熱エネルギーの活用の促進が期待される。

【雪氷熱利用】

（出典）平成25年版環境白書／循環型社会白書／生物多様性白書

17

－熱エネルギーの活用⑥ 雪氷熱－

【雪氷熱エネルギーの活用の促進】

『雪氷グリーン熱証書』システム

雪氷エネルギーの持つ温
室効果ガス排出抑制効
果等の環境負荷価値を
証書化し、取引するもの。

寒冷地では従来、除排雪、融雪など膨大な費
用がかかっていた雪を、積極的に利用することで
メリットへ転換

降り積もった雪や氷を夏まで保存し、農作
物の冷蔵や部屋の冷房に活用

＜利用形態＞

（出典）資源エネルギー庁HP

【雪氷熱利用の事例】

世界初の雪冷房マンション
であり、従来、主に農産物
貯蔵に利用されることが多
かった雪冷房が、本施設以
降、居住空間にも盛んに活
用されるようになったことで
知られる。システムは、雪を
強制的に溶かし、雪解け冷
水を循環させて冷房を行う
冷水循環式。

国内最大となる3,600tの貯

雪量を誇る玄米貯蔵施設。
全空気式雪冷房により庫内
を温度5℃、湿度70％の低

温環境とし、常に新米の食
味を提供している。運転停止
や温度調整も可能で、消費
電力は従来に比べ1/2以下と
なっている。

冬季、札幌市モエレ沼公
園内に積もった雪、約
3,000m3を貯雪庫に貯
蔵して、6～9月のガラス

のピラミッド館内冷房の
冷熱源として利用してい
る。冷熱発生に電力を使
用しないことで、年間約
30tのCO2削減効果が
見込まれている。

（出典）資源エネルギー庁HP
平成14年度新エネ大賞「資源エ
ネルギー庁長官賞」

○JAびばい「雪蔵工房」 ○マンション・ウエストパレス
○ガラスのピラミッド

雪冷房施設



⑤－15 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギー創出」 エネルギー創出の場の提供～

○水そのものでなく、水の存在を介してエネルギー創出に資することにより低炭素社会の構築へ貢献することが可
能。

＜海面を利用した風力発電＞

浮体式洋上風力発電

事例：神谷ダム完成イメージ（兵庫県）

＜既存の資本を利用した太陽光発電＞

（出典）平成25年版環境白書

遠浅の海が少なく、また風を
遮るものがない外洋

陸上や陸地に近い洋上よりも
強く安定した風力が利用できる

（出典）兵庫県企業庁 メガソーラープロジェクト

既存資本（ダム
堤体、湖面）の
有効活用

本来の目的を損なわず、資本の持つ場を
活用することにより、太陽光発電という新た
な役割を担う。

新たな開発や造成を行わないため、地域環境への影響が少ない

事例：宇部丸山ダム 太陽光発電モ
デルプラントイメージ図（山口県）

（出典）兵庫県企業庁 メガソーラープロジェクト

○堤体の活用 ○湖面の活用

18

－既存施設の活用－

http://kenplatz.nikkeibp.co.jp/article/const/news/20130116/599069/?SS=imgview&FD=47651877


⑤ー16 エネルギー循環での取り組み ～「エネルギーの省力化」 水利用の合理化～

○節水意識の経年変化

○「節水している」または、「どちらかといえば節水している」と答えた人は77.4％であり、過去の同様の調査と
比較すると、水に対する意識が着実に高まっている。

○低炭素社会の構築にあたっては、社会全体の水使用量を低下し、水資源供給施設においては消費するエネルギーの低減が必要。こ
のため、節水型社会への構築に寄与する節水機器の導入の促進等が重要。

○水道用水では配水管の漏水防止対策が進み、世界でも類をみないほど漏水が少なく有効率が90%に達している。また。工業用水で
は、水使用量の節約や環境保全等の観点から水資源の有効利用が図られており、回収率の向上につながっている。

○これら水道の有効率や工業用水の回収率の向上等は、低炭素社会の構築に貢献。

（％）

（出典）内閣府世論調査

（出典）日本衛生設備機器工業会ＨＰをもとに国土交通省
水資源部成

○トイレの年代別使用水量の変化

（出典）内閣府世論調査

○節水機器の普及状況

○全自動洗濯機の性能向上による
使用水量の変化

25年で約75％減

（出典）参考：東芝レビューvol.61 No.10 （2006）
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(出典)H25日本の水資源をもとに作成

出典：H25日本の水資源をもとに作成

○水道用水

○工業用水
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－使用量の低減① 節水型社会、有効率・回収率の向上－



○二酸化炭素の排出とは異なり、水の使用の影響は、水の種類、時期、取水・排水・汚染の場所に依存する。

○我々が利用する製品・サービスについて、その背景にある水の消費や汚染を指標化（ウォーターフットプリントと
して表現）により、客観的に認識することが可能。これにより、地球にやさしい水の使い方等の意識啓発にも資す
る。

○ウォーターフットプリントの算定に関して、国際標準化の取組が行われている（2014年ISO 規格発行予定）。

（出典）平成25年版「日本の水資源」

製品・サービスのライフサイクルを通じて直接的・間接的に消費・汚染された水の量を示す指標
ウォーターフットプリント

ブルー・ウォーター・フットプリント
表流水（河川・湖沼の水）や地下水が消費された量。ここで、消費
には、作物・製品に取り込まれるだけでなく、取水地点に水が
戻ってこなかった場合を含む。

グリーン・ウォーター・フットプリント
雨水のうち、作物に取り込まれた量、及び、土壌中に水分として
貯えられた量。

グレー・ウォーター・フットプリント
水の汚染量を示す指標で、環境水質基準に基づいて汚染物質を
希釈するのに必要な水の量。

（出典）地球環境センター 市民環境講座資料をもとに国土交通省作成

○ウォーターフットプリントのイメージ

原料
生産
5㍑

包材
生産
1㍑

生産

0.5㍑

輸送
販売
0.5㍑

使用

0㍑

廃棄
リサイクル

3㍑

全水使用量 10㍑＝ウォーターフットプリント

製品Ａに使用される水の量の場合（イメージ）

⑤ー17 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 水利用の合理化～

20

－使用量の低減① ウォーターフットプリント－

（注）地球環境センター市民環境講座資料及び「ウォーター・フットプリントの課題と背景」
（東京大学沖教授）（「ウォーター・フットプリント」に関する国際ワークショップ資料）、大和
総研グループＨＰをもとに国土交通省作成

原材料や生産過程だけでなく、使用時や廃棄時等の水
についても考慮されている。

製品・サービスの背景にある水の消費や汚染を指標とし
て、客観的に認識することが可能。

ウォーターフットプリントの算定については、現
在、国際標準化の取組が進められている（2014
年ＩＳＯ規格発行予定）。



⑤－18 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 水利用の合理化～

○福岡渇水（昭和53年）などの渇水の頻発や、列島海水（平成6年）を契機として、水の有効利用方策として、雨
水・再生水利用が推進されている。

○地球温暖化による渇水リスクに対して、下水の再利用や雨水の利用による対応を求めている。

○雨水、再生水を代替水源等として活用することは、低炭素社会の構築への貢献につながる。

○雨水・再生水利用施設導入実績

（注）国土交通省水資源部調べ（2010年度末現在）

代替水源の活用

雨水の有効活用
（綾瀬市）

工業用水
（大阪府堺市）

近くの下水処理場
から高度処理した
再生水を、工業企
業群に送水

水の送水エネル
ギーの省力化

屋根からの集水、
敷地内に降った
雨水を貯留・浸透

雨水を有効活用する
ことにより、環境の
保全に資する

－多様な水源の活用① －

21【再掲】第１回資料５ p21 【再掲】第３回資料６



⑤－19 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 自然エネルギーの活用～

○浄水場等の施設の配置を工夫し、自然流下を活用した供給システムとすることにより、エネルギーの省力化を図る。

取排水系の最適化

＜省エネルギー浄水場の整備：東京都＞

位置エネルギーや小水力発電等を可能な限り活用し、エネルギー効率を高めた浄水処理システムを目指す。

（出典）東京水道経営プラン2013

（出典）川崎市環境報告書（平成19年度）

＜位置エネルギーを利用した取水・送水・配水の事例＞

川崎市

22

－位置エネルギーの活用① －



○水供給システム全体として、省エネルギーとなるような施設整備の取り組み等が行われている。

東京都水道局では、トータルエネルギー管理システムの導
入による使用エネルギーの最小化など、環境負荷の低減に
向けた様々な取組を実施

＜位置エネルギー等の活用に向けた施設整備：東京都＞

給水所への送水圧を
活用した直結ポンプと
小水力発電設備とを組
み合わせたハイブリッ
ド方式の導入を検討し
ていくなど、エネルギー
利用の一層の効率化
を図る

（出典）東京水道経営プラン2013

＜使用エネルギーの最小化（イメージ）：東京都＞

（出典）平成24年版日本の水資源

＜上流取水を含めた施設配置の見直し：東京都＞

施設配置を再構築することにより、自然流下の活用やポンプアップに係
るエネルギーの削減を図ることができる。

＜自然流下方式の配水へ変更：堺市＞

○浅香山浄水場
これまでの配水池は半地下構造
で大阪広域水道企業団から圧力
の高い水を受け取り、配水池に
一時貯水してから配水ポンプで
加圧して配水していた。

新配水池を高架配水池にした
ことで、大阪広域水道企業団
からの受水圧力エネルギーを
有効活用することができ、自
然流下で配水することが可能
となった。

これにより、配水ポンプの使用電力量の減少に伴う電気料
金の削減とCO2削減による地球温暖化防止にも寄与。ま

た、停電やポンプ故障時でも配水に影響がなく、安定して配
水することが可能。

⑤－20 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 自然エネルギーの活用～
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－位置エネルギーの活用②－

（出典）東京水道経営プラン2013

（出典）堺市朝香山浄水場HP



○神奈川県内の長期的な水道事業のあり方や、共通する経営課題等について検討することを目的として設置さ
れた、神奈川県内の４水道事業者と水道用水供給事業者の５事業者 の水道事業管理者に外部有識者を加え
「神奈川県内水道事業検討委員会」にて、行われた検討。

◇環境負荷の低減に係る「上流取水によるCO2排出量

の削減」については、浄水場の統廃合によって上流
や下流で取水可能量に余裕が生じるため、上流の余
裕量は優先的に活用し、また、下流の水量は取水地
点を上流に移して活用することにより、電力使用量
を削減してCO2排出量の削減を図ることを検討。

◇上流取水化等によるCO2排出量の削減については、
需要が減少することと、約40万m3/日程度の水量を
上流からの取水に切り替えることにより、20％程度
の削減が可能。

（注）「神奈川県内水道事業検討委員会報告書」（平成22年8月、神奈川県内水道事業検討委員会）をもとに国土交通省水資源部作成

⑤－21 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 自然エネルギーの活用～
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－位置エネルギーの活用③－



⑤－22 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 水処理エネルギーの低減～

○水源の保全等により、良質な水の確保に対する取組がなされている。
○発生源別に負荷量をみると、点源からの負荷量は減少傾向、面源からの負荷量は増加傾向。

0 50 100 150 200 250 300 350

その他

上流排水処理施設への援助

流域協議会の組織・参加

水源涵養林への関与

基金の制定

水源保護等の要綱・要領の制定

水源保護等の条例の制定

（市町村等）

【水道水源の保全の取組】

（注）水道水源の保全に関する取組み状況調査について（平成１９年３月、厚生労働省）を
もとに国土交通省水資源部作成

【良質な水道水源の確保】
○水道水源林の働き

－ 水源涵養機能、水質浄化機能、土砂流出機能

良質な土壌は、雨水が浸透
する間に、ちり、窒素、リン
などをろ過・吸着・分解する
浄化作用が働くため、雨水
はきれいな水となって河川
に流れ出る。

（注）「水道水源林」（東京都水道局）をもとに国土交通省水資源部作成

点源への対応

○排水量の削減
→工業用水における再利用、家庭排水の質の向上

○排出基準の設定－公共用水域の水質保全－
・全国一律の排水基準（水質汚濁防止法）
・上乗せ排水基準 （都道府県条例での設定が可能）

面源への対応 （次ページ）

COD負荷量

減少

減少

COD負荷比率

面源負荷

点源負荷

面
源
系

点
源
系

点源負荷

面
源
系

点
源
系

面源負荷

指定湖沼の要因別負荷比率の推移-COD-

（注）「湖沼水質のための流域対策の基本的考え
方」（国交省、農水省、環境省）をもとに国土交通省
水資源部作成

面源からの負荷を削減することがより重要
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－原水の保全、汚染源への対応①－



⑤－23 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 水処理エネルギーの低減～

○面源負荷対策は、発生負荷対策、排出負荷対策、流達負荷対策に分けられる。

○流域管理を視野においた汚濁負荷量のコントロールが求められる。

【面源負荷対策の位置付け】

（出典）「湖沼水質のための流域対策の基本的考え方」
（国交省、農水省、環境省）

○発生負荷対策

市街地、農地、森林等において、
主に人為活動により発生する負荷
に対する対策
→人為活動による負荷の発生防
止 等

面源負荷対策の位置付け

○排出負荷対策

発生負荷が、降水等に伴い水路
や河川等に流れ出る負荷に対す
る対策
→雨水流出の制御、排出水の浄
化等の対策 等

○流達負荷対策

排出負荷が、河川等を通じて保全対象水域（指定湖沼等）に流達する負
荷に対する対策
→流入河川等での浄化による流達防止の対策 等

年月 内容

平成17年
6月

「湖沼水質保全特別措置法」改正
ノンポイント負荷をはじめとする面源汚染による負荷を減
らす対策の推進の明記

平成18年
6月

「湖沼水質のための流域対策の基本的考え方」
（国交省、農水省、林野庁、環境省）
主として排出負荷対策・流達負荷対策の散る案・実施に
あたっての基本的な考え方、流点のとりまとめ。

平成20年
3月

「市街地のノンポイント対策に関する手引き
（案）」改訂
ノンポイント負荷削減目標の設定等について示す

平成25年
3月

「水環境マネジメント検討会報告書」
画一的でない負荷削減対策の推進

【負荷削減へ向けた取組】

＜流域管理を視野においた汚濁負荷量のコントロール＞
→画一的でない負荷削減対策の推進

地域の実情に応じた適切な汚濁負荷削減対策や効率的な
優先順位に基づく事業を実施できるような画一的でない負荷
削減対策を推進する仕組みを整備すべき。

26

－原水の保全、汚染源への対応②－



○首都圏を対象モデルとし、低炭素社会構築の視点から行政区域にとらわれない水循環を前提に、現行の水道
システムを見直す実証モデル調査研究を実施。

○中小規模水道事業体の広域化、各種代替水資源の活用などの検討を行っている。

（注）首都圏における低炭素化を目標とした水循環システム実証モデル事業『首都圏水循環検討委員会』報告書概要版（平成22年3月、遮断法人日本水道工業団体連合会）をもとに国土交通省水資源部作成

中小規模水道事業体の広域化

給水人口規模の小さい水道事業体の方が、単位配水量あたりの
二酸化炭素排出量が多くエネルギー効率が悪い傾向にある。
よって、広域化に伴い給水人口規模が適正な大きさになるとラ
ンニングエネルギー面で有利になるとしている。

各種代替水資源の活用

◇市区町村別では、将来において位置的条件およ
び水源水量の関係により、位置エネルギーの活
用が比較的難しい茨城、千葉（房総・外房）
で、代替水資源を利用することによる削減効果
が大きいとしている。

【中小水道事業体の課題】
・施設老朽化に伴う更新・再構築
・施設耐震化
・水質問題の多様化・複雑化
・料金収入の伸び悩みによる財政の逼迫 等

中小事業体では各課題を単独で対処
するには限界があり、課題解決する方
法の一つとして「広域化」を推進し、運
営基盤の強化を図る必要があると
段々される。

⑤－24 エネルギー循環での取り組み ～ 「エネルギーの省力化」 水利用の合理化～
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－水処理エネルギーの効率化－



⑥-1 物質循環での取り組み ～循環型社会の構築～

下水道は大きな資源・エネルギーポテンシャルを保有しているが、利用状況は低い水準にとどまっている。例えば、下
水汚泥は約40億kWh/年（約110万世帯の年間消費電力量に相当）のエネルギーポテンシャルを有するが、エネルギー利
用は約13％に留まっている。

また、下水道にはリン鉱石として輸入されるリンの約4～5割に相当するリンが流入（推計）し、有効利用される割合は約
１割。今後、下水や下水汚泥からのリン回収・活用を推進していくことが必要。

固形燃料化

東京都、横浜市等
全国約40箇所で実

施
＜発電電力量＞
全国：1.4億kWh
※約4.0万世帯の

使用電力量に相当

■脱水汚泥を乾燥後、低酸素もしくは
無酸素状態で蒸焼くことにより炭
化。発熱量は工程の温度により異
なる。

■発熱量：約3,300～5,000kcal/kg-DS

28

広島市等
全国7箇所で実施

バイオガス利用

下水汚泥のエネルギー利用 下水汚泥のリン利用

岐阜市のリン回収施設

回収リン

http://www.gifusui.jp/images/rin/rin-tirashi.pdf


⑦-1 エネルギーの脆弱性 ～東北地方太平洋沖地震発生後の発電施設の被災状況～

○東北地方太平洋沖地震発生後、沿岸部の火力発電所及び原子力発電所が被災。原子力発電所は震災後、全て停止中。
○東京電力管内の太平洋沿岸３火力発電所（広野、常陸那珂、鹿島）では、運転中の７台全てが停止。液状化現象などの被害
に加え、津波により電気設備が浸水する被害も発生し、停止中の５台を含め被害を受けた。火力発電所の復旧には約４ヶ月
を要したが、水力発電所については、発生の翌日の3月12日に全て復旧。

○東北電力管内の火力発電所では、運転中の２０台中、１２台が地震発生直後に停止。そのうち、太平洋沿岸４火力発電所
（八戸、仙台、新仙台、原町）では、３台が地震により停止し、津波により１台停止した。

○送電設備にも被害が発生し、電力供給能力が低下。

（出典） 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会電気設備地震対策ＷＧ第２回資料

八戸火力 3号機(3/16)

仙台火力 4号機(12/20)

新仙台火力1号機
(12/11）,2号機 廃止

原町火力 1号機(4/26),2号機(3/29)   

広野火力2号機（7/11）， 4号機（7/14）

福島第一原子力1～4号機 廃止

福島第二原子力1～4号機 未復旧

女川原子力 未復旧

東海第二原子力 未復旧

常陸那珂火力1号機（5/15）

鹿島火力2号機 （4/7）, 3号機（4/6）, 5号機（4/8）, 
6号機(4/20)

千葉火力 2-1号機(3/11)

五井火力 4号機(3/12)

大井火力 2号機(3/13)
3号機(3/17)

東扇島火力
1号機(3/24)

横浜火力
8-4号機(3/11)

能代火力1号機
(3/13）,2号機(3/14）

秋田火力2,3号機
(3/12）,4号機(3/13)

停止又は被災したユニットのあ
る火力発電所

停止又は被災したユニット
のある原子力発電所

原子力発電所・火力発電所の被災施設 発電施設の被災状況

設備 東京電力 東北電力

原子力発電設備 ７台停止 ３台停止

火力発電設備 １３台停止 １２台停止

水力
発電所設備

ダム ２箇所 ０箇所

水路 ３箇所 １９箇所

変電設備 変電所 １３４箇所 ７５箇所

液状化の状況（常陸那珂火力発電所）

津波による被災の状況（仙台火力発電所）

・105線路（うち仮復旧または本復旧完
了80線路）

・他軽微な被害178線路
・鉄塔損壊・折損14箇所、電線断線・が

いし折損22箇所
・地中ケーブル損傷14箇所、地滑り14

箇所等
※平成23年6月20日現在（東北電力）

送電系統図

(   )：復旧日

（出典）東京電力ＨＰ、
東北電力ＨＰ

（出典）日本の地域間連系送電網の経済的分析 経済産業研究所 戒能 一成 29



⑦-2 エネルギーの脆弱性 ～東北地方太平洋沖地震発生後の停電の状況～

○東北地方太平洋沖地震発生後、東京電力管内では、最大約４０５万軒で停電が発生し、全ての停電の解消には、７
日を要した。

○東北電力管内では、最大約４６６万軒で停電が発生し、全ての停電の解消には、約３か月を要した。

○東日本大震災発生後、東京電力の電力供給能力は、約２，１００万ｋｗが欠落（約４０％低下）。東北電力の電力供給
能力は、約７３０万ｋｗが欠落（約４０％低下） 。

停電区域

本震発生直後 １日後

東北電力管内 停電軒数の推移

東京電力管内 停電軒数の推移

（出典）
総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会電気設備地震対策
ワーキンググループ 第２回資料

3月11日16時現在 3月14日16時現在

3月19日20時現在

復旧率：約80%

復旧率：約94%
(津波被害箇所以外復旧）

3月11日16時30分現在 3月12日15時現在 復旧率：約85%

18日22時10分 地震による停電は全て解消

6月18日11時3分

復旧作業が可能な
地域の停電は全て
解消
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日
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日
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日
０
時

15
日
０
時

16
日
０
時

17
日
０
時

18
日
０
時

19
日
０
時

20
日
０
時

21
日
０
時

22
日
０
時

23
日
０
時

24
日
０
時

25
日
０
時

26
日
０
時

27
日
０
時

28
日
０
時

29
日
０
時

30
日
０
時

31
日
０
時

1
日
０
時

2
日
０
時

3
日
０
時

4
日
０
時

5
日
０
時

6
日
０
時

7
日
０
時

8
日
０
時

9
日
０
時

10
日
０
時

11
日
０
時

12
日
０
時

13
日
０
時

14
日
０
時

15
日
０
時

16
日
０
時

17
日
０
時

18
日
０
時

19
日
０
時

20
日
０
時

21
日
０
時

22
日
０
時

23
日
０
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5,200万kw

3,100万kw

▼2,100万kw低下

(万kw)

1,630万kw
900万kw

▼730万kw低下

(万kw)

地震発生時の電力供給能力
東京電力管内

東北電力管内

震災前 震災後

震災前 震災後

（出典） 経済産業省「計画停電」の実施状況等について（平成23年3月25日）、
夏期の電力需要対策の骨格（案）（平成23年4月8日） 30



⑦-3 エネルギーの脆弱性 ～東北地方太平洋沖地震発生後の広域停電と再発防止対策～

○宮城県中部にある変電所近傍を中心とした２７万Ｖ送電線や一次変電所に短絡・地絡がほぼ同時に
多発発生。

○設備保全、保安確保のため短絡・地絡設備を系統から遮断。

○電力系統内の需要が供給力を上回り、周波数・電圧が大幅低下し、火力発電所が停止。北部系統の
広域停電発生。

○震災発生から３ヶ月後の６月１８日には、５０万Ｖ送電線が１ルート追加されることにより、東北北部と
南西部の連系が強化された。

平成２５年１０月に運開を予定し
ていた５０万Ｖ北部系統（十和田
幹線・北上幹線）の運開を前倒し
にした。

再発防止対策

十和田幹線
平成２３年６月２５日運開

北上幹線
平成２３年６月１８日運開

配電系統の冗長化

出典：内閣府 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会（第９回）経済産業省提供資料をもとに国土交通省水資源部が作成

広域停電の発生状況

31
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○電力の安定供給は電力会社が責任を負っているが、供給予備力を多く持つことは非効率であり、電
気事業の総合的かつ合理的発達の観点から地域間連系線等を通じた広域運営が行われている。

○東日本大震災発生に際して、東北電力地域及び東京電力地域の電源設備が被災し東日本の供給力
が広域的に不足。西日本からの融通が必要になったが、電気融通量が送電可能限度の１０３．５万kW
に制限された。

⑦-4 エネルギーの脆弱性 ～我が国の地域間連系線等の現状～

出典：地域間連系線等の強化に関する
マスタープラン研究会 中間報告書
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○東北地方太平洋沖地震により発電施設等が被災し、電力供給が逼迫しているなか、水力発電所の
発電能力を最大限活用できるよう、ダムを弾力的に運用。

○東北地方整備局の直轄管理ダムを弾力的に運用し、水力発電の取水量を１６ダム合計で約１．７倍
に増量。

取り組みの内容

⑦-5 エネルギーの脆弱性 ～東北地方太平洋沖地震への緊急対応～
－ダム操作の工夫による増電の実施－

出典：東日本大震災 初動の記録災害時ノウハウ集をもとに国土交通省水資源部作成

【発電電力量】 3月17日～18日
• 四十四田ダム

地震前の２．１倍の発電電力量（349MWh）
増電量183MWhは一般家庭19,600世帯分

に相当
• 御所ダム

地震前の１．７倍の発電電力量（216MWh）
増電量89MWhは一般家庭の9,500世帯分

に相当
出典：「東日本大震災時におけるダムの多面的貢献」岡積敏雄（国

土交通省）ら．国際大ダム 会議京都大会論文集．2012、東北
電力ＨＰをもとに国土交通省水資源部作成

・ 東北地方太平洋地震及び当該地震に伴う津波により発電所施設等が被災し、電力需要が逼迫
し、水力発電の能力を最大限活用することが要請されていたことから、東北電力及び東京電力管内
のダムにおいて、水力発電の効率を上げるダム操作に積極的に取り組んだ。

・ 東北地方整備局においては、例年、3 月から4 月にかけて、特に水田へのかんがい用水のため発

電を抑えてダム貯水位を貯め上げる操作を行っているが、今般、山間部の積雪による融雪量をきめ
細かに予測しながら無効流下量を極力減らし、暫定的に発電優先とする操作を実施した。



⑦-6 エネルギーの脆弱性 ～阪神・淡路大震災発生後の発電施設等の復旧状況～

○阪神・淡路大震災発生時（平成７年１月１７日）、稼働中の火力発電所３５基のうち、１２基が自動停
止。（合計１７６万kW）

○地震発生後、２６０万軒の停電が発生。全ての停電の解消には、約６日を要した。

停電復旧状況

・総需要：１，２７０万kWから９４０万kWに降下。

・火力発電所10カ所のほか、50カ所の変電
所、119の送電線路が損傷。

地震発生時の施設の被災状況・給電状況

（出典）：原子力安全・保安院 有事における原子力施設防護対策懇談会報告書、東京電力ＨＰ、関西電力ＨＰ

被害を受けた発電所・変電所・送電線路の位置図

・地震発生時260万軒の停電が発生。

・２時間後には、電力系統切り替え操作等による
停電復旧により160万軒の停電が解消。

・送電線・変電所被災設備の切り離し、配電線被
災設備の応急復旧等により、地震発生後６日後
に全ての停電が解消。
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⑦-7 エネルギーの脆弱性 ～低炭素で自立分散型エネルギーが供給できる社会～

○大規模災害におけるエネルギーの脆弱性の観点から、低炭素で自立分散型エネルギーが供給出来
る社会の創出が求められる。

地球温暖化
の緩和策

再生可能エネルギー

小水力発電等再生可能
エネルギーの利用

地域内電力利用

自家発電
燃料貯蔵
太陽光発電や蓄電池

自立分散型
電力対策

送配水施設等の強化

送電網のネットワーク化

水系統が停止しても他の系統から送配水が可能
となる整備、位置エネルギーを使う送配水系統へ

地域間連系線の強化、地域内送電網のネットワーク化

大規模災害時におけるエ
ネルギー供給の脆弱性

低炭素社会の構築

（地球温暖化への対応）

沿岸部における火力発電等の
中央集中型電力供給システム
から災害に強い地域内の再生
可能エネルギーの利用

35

の備え
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